
昭和61年10月20日制 定

昭和62年７月１日一部改正

平成２年４月１日 〃

平成３年３月18日 〃

平成11年４月１日 〃

平成13年４月１日 〃

平成16年７月１日 〃

平成17年９月１日 〃

嘱託登記委託実施要領

（趣 旨）

第１ この要領は、新潟県土木部が公共土木事業により取得した土地についての登記事務

処理を促進するため、社団法人新潟県公共嘱託登記土地家屋調査士協会及び社団法人新

潟県公共嘱託登記司法書士協会（以下「協会等」という。）に嘱託登記事務（以下「業

務」という。）を委託することに関して必要な事項を定める。

（委託土地の選定）

第２ 業務の委託を行う土地の選定は、原則として次に掲げるもののうちから選定するも

のとし、その選定は、地域振興局土木部関係部（所）又は土木部関係地域機関 （以下

「地域整備部等」という。）の長が行う。

１ 地図と現況が著しく相違するもので、地積更正等が必要なもの

２ 相続登記が２代以上にわたって未了等で、相続関係が複雑なもの

３ 登記名義人又は相続人に不存在があるもの

４ 共有地等で、登記名義人及び相続人が10人以上となるもの

（委託土地の選定の特例）

第２の２ 災害事業等で、短期間に多数の登記処理が必要な場合は、地域整備部等の長は、

第２の規定にかかわらず、業務を委託することができる。

２ 前項の場合、地域整備部等の長は、用地・土地利用課長に協議しなければならない。

（参考価格の算定）

第３ 地域整備部等の長は、別記の新潟県土木部公共嘱託登記（土地家屋調査士）業務積

算基準及び新潟県土木部公共嘱託登記（司法書士）業務積算基準を基に参考価格を算定

するものとする。



（委託の方法）

第４ 業務の委託は、第３で算定された価格を参考価格として、発注の都度見積りを徴し、

別紙様式１により委託契約を締結し実施する。

ただし、第２の２第１項に規定する災害復旧事業等で、短期間に多数の登記処理が

必要な場合は、発注前に各業務の見積りを徴し、別紙様式２により単価契約を締結す

ることができる。

２ 協会等の支所又は支部の選定については、地域整備部等の長は委託対象土地の所在

を管轄する支所又は支部を優先して選定するものとする。ただし、これによりがたい

事由がある場合は、地域整備部等の長は適宜協会等の支所又は支部を選定し、業務の

委託を行うものとする。

（委託の内容）

第５ 業務の委託は、原則として調査から登記までを一貫して行うものとし、その内容は

次のとおりとする。

ただし、これによりがたい事由がある場合は、地域整備部等の長は協会等と協議の上、

業務内容を決定することができる。

１ 土地登記簿（登記事項証明）、図面、戸籍簿等の閲覧及び謄写

２ 登記嘱託書の添付書類の作成及び収集

３ 地積測量図、地形図等の作成

４ 登記済証（登記識別情報）の登記所からの受領

５ その他前各号に付随する事務

（調査の協力）

第６ 地域整備部等の長は、協会等の支所又は支部に対し業務の委託に必要な限度におい

て、新潟県が作成又は収集した書類の提供及び関係者との折衝、調査等に協力するもの

とする。

１ 提供書類

（１） 登記承諾書（印鑑証明書付き）

（２） 登記原因証明情報に関する書類

（３） 特別受益者証明書（印鑑証明書付き）

（４） 遺産分割協議書（印鑑証明書付き）

（５） 相続放棄申述受理証明書

（６） 権利者の権利抹消承諾書

（７） 戸籍、原戸籍、除籍謄（抄）本

（８） 住民票謄（抄）本

（９） 地形図、土地所在図、地積測量図

（10） その他必要な添付書類

２ 関係者との折衝等

業務の実施に当たり協会等の支所又は支部が関係者と折衝等の必要が生じた場合に

は、地域整備部等の長は適切な指示を与えると共に、これに協力するものとする。



（委託内容の確認）

第７ 地域整備部等の長は、協会等の支所又は支部から嘱託登記委託契約書に基づく嘱託

登記実績報告書（別記様式３）又は登記業務処理済報告書（別記様式３－２）の提出が

あった場合は、契約の内容に適合しているか速やかにその内容を確認するものとする。

（その他）

第８ 地域整備部等の長は、この要領に定めるほか、業務の委託に関し、必要な事項を定

めることができる。



別紙様式１

嘱 託 登 記 委 託 契 約 書嘱 託 登 記 委 託 契 約 書嘱 託 登 記 委 託 契 約 書嘱 託 登 記 委 託 契 約 書

１ 業 務 の 名 称 登記業務委託

２ 業務履行の場所 ○○地域振興局災害復旧部管内法務局

３ 期 間 平成 年 月 日～平成 年 月 日

４ 委 託 料 ￥ －

頭書業務の委託について、発注者 を甲とし、

受注者 を乙として、次の条項により委託契約を締結する。

（総則）

第１条 乙は、頭書委託料をもって頭書の期間において、甲が発行する嘱託登記発注明細

書（別記様式１）により発注する業務を完了しなければならない。

（業務実施者の選任）

第２条 乙は、その所属に係る土地家屋調査士又は司法書士の中から業務実施者を選任し、

次の事項を記載した書類により甲に届け出なければならない。

（１） 業務実施者の住所、氏名及び年令

（２） 業務実施者の事務所の名称及び所在地

（３） 業務実施者の資格

（４） その他必要な事項

（委任状の交付）

第３条 甲は、前条の届出があったときは業務実施者に委任状（別記様式２）を交付する

ものとする。

（委託業務の範囲）

第４条 委託業務の範囲は次の事項に掲げるところによる。

（１） 土地登記簿（登記事項証明）、図面、戸籍簿等の閲覧及び謄本

（２） 登記嘱託書の添付書類の作成及び収集

（３） 地積測量図、地形図等の作成

（４） 登記済証（登記識別情報）の登記所からの受領

（５） その他前各項に付随する業務

（監督職員）

第５条 甲は、乙の業務の処理について、監督を行う職員（以下「監督職員」という。）

を定め、書面により所属、職名及び氏名を乙に通知しなければならない。監督職員を変

更したときも同様とする。

２ 乙は、業務の処理に当たって、関係法令に定めるところによるほか、監督職員の指示

に従うものとし、業務の処理について疑義が生じた場合は監督職員に協議するものとす

る。



（業務内容の変更等）

第６条 甲は、必要がある場合には、委託業務の内容を変更し、又は委託業務を一時中止

することができる。この場合において、契約金額を変更する必要があるときは、甲乙協

議して定める。

２ 乙は、委託業務について発注明細書の不備、不測の事態の発生その他正当な理由があ

るときは、甲に対し委託業務の内容の変更を請求することができる。この場合において、

契約事項を変更する必要があるときは、甲乙協議して定める。

る。

（履行期限の延長）

第７条 乙は、乙の責めに帰することのできない理由により、履行期限内に委託業務を完

了することができないときは、あらかじめ甲に対して、その理由を明示して期限の延長

を求めることができる。この場合の延長日数は、甲乙協議して定める。

（進行管理）

第８条 甲は、必要に応じて乙に業務の処理状況の報告を求めることができる。

（処理困難なものの取扱い）

第９条 乙は、業務のうち処理困難なものがある場合には、その都度甲と協議し、指示を

受けなければならない。

（危険負担）

第10条 第12条第3項の規定による業務成果引渡書の提出以前に生じた損害その他委託業

務の処理に関して生じた損害（第三者に及ぼした損害をも含む。）は、乙の負担とする。

ただし、その損害が甲の責めに帰する理由によるものであるときは、甲の負担とする。

（成果品の提出）

第11条 乙は、業務が完了したときは、速やかに嘱託登記実績報告書（別記様式３）に登

記済証等の成果品を添付して甲に提出するものとする。

（検査）

第12条 甲は、前条の規定による嘱託登記実績報告書を受理したときは、ただちに検査を

行わなければならない。

２ 甲は、前項の規定による検査で適正に履行がなされたと認めるときは、乙に合格通知

書をもって通知しなければならない。

３ 乙は、前２項の規定による合格通知を受理したときは、速やかに業務成果引渡書を提

出しなければならない。

（委託料の支払）

第13条 乙は、前条の委託契約で完了したものについて、甲に請求するものとし、甲は、

当該請求書を適正と認めたときは、受理の日から30日以内に支払うものとする。



（かし担保）

第14条 甲は、成果品にかしがあるときは、乙に対して相当の期間を定めてそのかしの補

修を請求し、又は補修に代え、若しくは補修とともに損害の賠償を請求することができ

る。ただし、その損害の発生が甲の責めに帰すべき理由による場合は、この限りでない。

２ 前項の規定によるかしの補修又は損害賠償の請求については、１年以内（当該かしが、

乙の故意又は重大な過失による場合は、10年以内）に行わなければならない。

３ 甲は、成果品の引渡しの際にかしがあることを知ったときは、その旨を直ちに乙に通

知しなければ、当該かしの補修又は損害賠償の請求をすることができない。ただし、乙

がそのかしがあることを知っていたときは、この限りではない。

４ 第１項の規定は、成果品のかしが嘱託登記発注明細書の記載内容、甲の指示により生

じたものであるときは、適用しない。ただし、乙がその記載内容、指示が不適切である

ことを知りながらこれを通知しなかったときは、この限りでない。

（契約の解除）

第15条 甲は、乙が次の各号の一に該当するときは、契約を解除することができるものと

し、これにより乙に損害が生じても賠償の責めを負わないものとする。

（１）乙がこの契約の条項に違反したとき、又は乙に契約履行の見込みがないと甲が認

めたとき。

（２）乙が故意又は重大な過失により、甲に損害を与えたとき。

（秘密の保持）

第16条 乙は、業務の処理に関して知り得た秘密を他に漏らしてはならない。

（個人情報の保護）

第17条 乙は、この契約による業務を処理するための個人情報の取扱いについては、別記

「個人情報取扱特記事項」を守らなければならない。

（疑義等の決定）

第18条 この契約について疑義が生じたとき、又はこの契約に定めのない事項については、

甲乙協議の上、決定する。

この契約を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１通を保有する。

平成 年 月 日

甲 新潟県 地域振興局長 印

乙 社団法人 新潟県公共嘱託登記 協会

支 所（部）長 印



別紙様式２

[単価契約版]

嘱 託 登 記 委 託 契 約 書嘱 託 登 記 委 託 契 約 書嘱 託 登 記 委 託 契 約 書嘱 託 登 記 委 託 契 約 書

１ 業 務 の 名 称 登記業務委託

２ 業務履行の場所 ○○地域振興局災害復旧部管内法務局

３ 期 間 平成 年 月 日～平成 年 月 日

４ 委 託 料 別紙単価内訳書のとおり

頭書業務の委託について、発注者 を甲とし、

受注者 を乙として、次の条項により委託契約を締結す

る。

（総則）

第１条 乙は、頭書委託単価をもって頭書の期間において、甲が発行する登記業務発注書

（別記様式１－２）により発注する都度その期限内に発注する業務を完了しなければな

らない。

（業務実施者の選任）

第２条 乙は、その所属に係る土地家屋調査士又は司法書士の中から業務実施者を選任し、

次の事項を記載した書類により甲に届け出なければならない。

（１） 業務実施者の住所、氏名及び年令

（２） 業務実施者の事務所の名称及び所在地

（３） 業務実施者の資格

（４） その他必要な事項

（委任状の交付）

第３条 甲は、前条の届出があったときは業務実施者に委任状（別記様式２）を交付する

ものとする。

（委託業務の範囲）

第４条 委託業務の範囲は次の事項に掲げるところによる。

（１） 土地登記簿（登記事項証明）、図面、戸籍簿等の閲覧及び謄本

（２） 登記嘱託書の添付書類の作成及び収集

（３） 地積測量図、地形図等の作成

（４） 登記済証（登記識別情報）の登記所からの受領

（５） その他前各項に付随する業務



（監督職員）

第５条 甲は、乙の業務の処理について、監督を行う職員（以下「監督職員」という。）

を定め、書面により所属、職名及び氏名を乙に通知しなければならない。監督職員を変

更したときも同様とする。

２ 乙は、業務の処理に当たって、関係法令に定めるところによるほか、監督職員の指示

に従うものとし、業務の処理について疑義が生じた場合は監督職員に協議するものとす

る。

（業務内容の変更等）

第６条 甲は、必要がある場合には、委託業務の内容を変更し、又は委託業務を一時中止

することができる。この場合において、契約金額を変更する必要があるときは、甲乙協

議して定める。

２ 乙は、委託業務について嘱託登記発注書の不備、不測の事態の発生その他正当な理由

があるときは、甲に対し委託業務の内容の変更を請求することができる。この場合にお

いて、契約事項を変更する必要があるときは、甲乙協議して定める。

（履行期限の延長）

第７条 乙は、乙の責めに帰することのできない理由により、嘱託登記発注書に定める期

限内に委託業務を完了することができないときは、あらかじめ甲に対して、その理由を

明示して期限の延長を求めることができる。この場合の延長日数は、甲乙協議して定め

る。

（進行管理）

第８条 甲は、必要に応じて乙に業務の処理状況の報告を求めることができる。

（処理困難なものの取扱い）

第９条 乙は、業務のうち処理困難なものがある場合には、その都度甲と協議し、指示を

受けなければならない。

（危険負担）

第10条 第12条第3項の規定による業務成果引渡書の提出以前に生じた損害その他委託業

務の処理に関して生じた損害（第三者に及ぼした損害をも含む）は、乙の負担とする。

ただし、その損害が甲の責めに帰する理由によるものであるときは、甲の負担とする。

（成果品の提出）

第11条 乙は、業務が完了したときは、速やかに登記業務処理済報告書（別記様式３－２）

に登記済証等の成果品を添付して甲に提出するものとする。

（検査）

第12条 甲は、前条の規定による登記業務処理済報告書を受理したときは、ただちに検査

を行わなければならない。

２ 甲は、前項の規定による検査で適正に履行がなされた場合は、乙に合格通知書をもっ

て通知しなければならない。

３ 乙は、前２項の規定による合格通知を受理したときは、速やかに業務成果引渡書を提

出しなければならない。



（委託料の支払）

第13条 乙は、前条の委託契約で完了したものについて、甲に請求するものとし、甲は、

当該請求書を適正と認めたときは、受理の日から30日以内に支払うものとする。

（かし担保）

第14条 甲は、成果品にかしがあるときは、乙に対して相当の期間を定めてそのかしの補

修を請求し、又は補修に代え、若しくは補修とともに損害の賠償を請求することができ

る。ただし、その損害の発生が甲の責めに帰すべき理由による場合は、この限りでない。

２ 前項の規定によるかしの補修又は損害賠償の請求については、１年以内（当該かしが、

乙の故意又は重大な過失による場合は、10年以内）に行わなければならない。

３ 甲は、成果品の引渡しの際にかしがあることを知ったときは、その旨を直ちに乙に通

知しなければ、当該かしの補修又は損害賠償の請求をすることができない。ただし、乙

がそのかしがあることを知っていたときは、この限りではない。

４ 第１項の規定は、成果品のかしが嘱託登記発注書の記載内容、甲の指示により生じた

ものであるときは、適用しない。ただし、乙がその記載内容、指示が不適切であること

を知りながらこれを通知しなかったときは、この限りでない。

（契約の解除）

第15条 甲は、乙が次の各号の一に該当するときは、契約を解除することができるものと

し、これにより乙に損害が生じても賠償の責めを負わないものとする。

（１）乙がこの契約の条項に違反したとき、又は乙に契約履行の見込みがないと甲が認

めたとき。

（２）乙が故意又は重大な過失により、甲に損害を与えたとき。

（秘密の保持）

第16条 乙は、業務の処理に関して知り得た秘密を他に漏らしてはならない。

（個人情報の保護）

第17条 乙は、この契約による業務を処理するための個人情報の取扱いについては、別記

「個人情報取扱特記事項」を守らなければならない。

（疑義等の決定）

第18条 この契約について疑義が生じたとき、又はこの契約に定めのない事項については、

甲乙協議の上、決定する。

この契約を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１通を保有する。

平成 年 月 日

甲 新潟県 地域振興局長 印

乙 社団法人 新潟県公共嘱託登記 協会

支 所（部）長 印



別記

個 人 情 報 取 扱 特 記 事 項

(基本的事項)

第１ 乙は、個人情報（個人に関する情報であって、特定の個人が識別され、又は識別さ

れ得るものをいう。以下同じ。）の保護の重要性を認識し、この契約による業務を実施

するに当たっては、個人の権利利益を侵害することのないよう、個人情報を適正に取り

扱わなければならない。

（秘密の保持）

第２ 乙は、この契約による業務に関して知ることのできた個人情報を他に漏らしてはな

らない。この契約が終了し、又は解除された後においても、同様とする。

（収集の制限）

第３ 乙は、この契約による業務を行うために個人情報を収集するときは、その業務の目

的を達成するために必要な範囲内で、適法かつ公正な手段により行わなければならない。

（適正管理）

第４ 乙は、この契約による業務に関して知ることのできた個人情報の漏えい、滅失及び

き損の防止、その他の個人情報の適切な管理のために必要な措置を講じなければならな

い。

（利用及び提供の制限）

第５ 乙は、甲の指示がある場合を除き、この契約による業務に関して知ることのできた

個人情報を契約の目的以外の目的に利用し、又は甲の承諾なしに第三者に提供してはな

らない。

（複写又は複製の禁止）

第６ 乙は、この契約による業務を処理するために甲から引き渡された個人情報が記録さ

れた資料等を甲の承諾なしに複写し、又は複製してはならない。

（再委託の禁止）

第７ 乙は、この契約による業務を行うための個人情報の処理は、自ら行うものとし、甲

が承諾した場合を除き、第三者にその処理を委託してはならない。



（資料等の返還等）

第８ 乙は、この契約による業務を処理するために甲から引き渡され、又は自らが収集し、

若しくは作成した個人情報が記録された資料等は、業務完了後直ちに甲に返還し、又は

引き渡すものとする。ただし、甲が別に指示したときは、その指示に従うものとする。

（従事者への周知）

第９ 乙は、この契約による業務に従事しているものに対して、在職中及び退職後におい

て、その業務に関して知ることのできた個人情報を他に漏らしてはならないこと、又は

契約の目的以外の目的に使用してはならないことなど、個人情報の保護に関し必要な事

項を周知するものとする。

（実地調査）

第10 甲は、必要があると認めるときは、乙がこの契約による業務の執行に当たり取り扱

っている個人情報の状況について随時実地に調査することができる。

（事故報告）

第11 乙は、この契約に違反する事態が生じ、又は生ずる恐れのあることを知ったときは、

速やかに甲に報告し、甲の指示に従うものとする。


